
　　　　　　　　　主　　　　文

　　　　　本件上告を棄却する。

　　　　　上告費用は上告人の負担とする。

　　　　　　　　　理　　　　由

　上告代理人和智昂の上告理由第一点について。

　所論「甲第一号証」とあるは甲第一号証の一、二を指すものであり、「乙第一号

証」とあるは乙第二号証の一ないし一七を指すものであることは記録上明白であり、

又原判決の事実摘示の項に乙第一号証とあるは乙第二号証の誤記であること記録上

明白である、論旨は理由がない。

　同第二点について。

　原判決の引用する第一審判決が、本件売買契約の受渡方法について、乙第一号証

の一ないし一七の記載に拘らず原判示のごとく認定したのは、その挙示する証拠上

首肯し得るところであつて、この点につき所論のような違法ありとすることはでき

ない。

　同第三点について。

　原審が本件売買価格と履行期における大連又は営口における市価との差額をもつ

て、上告人の債務不履行によつて被上告人の通常蒙るべき損害と判断したことは正

当であつて、右損害をもつて特別事情によつて生じた損害であるとする論旨は採用

できない。なお、上告人は被上告人が本件買受品を第三者に転売契納をしていたこ

とを主張するけれども、上告人は原審においてその転売代金の額について立証する

ところがないのであるから、右転売の事実にもとづく損害額の算定に関する所論も

採用することはできない

　よつて、民訴四〇一条、九五条、八九条に従い、裁判官全員の一致で、主文のと

おり判決する。
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